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研究要旨

平成 28年歯科疾患実態調査（以下、「H28歯調」）における口腔診査と質問紙調査へ
の協力状況について、地区別に得た情報をもとに検討を行った。

データソースは、厚労省医政局歯科保健課が「H28歯調」実施後に各対象地区宛に
行った同調査の協力状況に関する調査データで、同課に提供依頼し本分析に用いた。調

査項目は各地区における調査対象者数、口腔診査および質問紙調査の協力者数で、これ

をもとに口腔診査と質問紙調査の協力率を算出した。

調査全体の協力率は口腔診査受診者が 26.2%で、これに質問紙のみ回答者を加えると
41.6%であった。各対象地区における協力率の分布の形状を確認したところ、口腔診査
受診者では対数正規分布様であったが、質問紙のみ回答者では左側に偏った分布で 0%
が 4割強を占めており、周知不足によるものと考えられ、今後、協力率を高めるポイ
ントと考えられた。また、調査対象者数と協力率の関連をみたところ、口腔診査受診者

では対象者数が多いと協力率が低いという傾向が認められ、調査対象地区を細分化する

ことにより協力率が高まる可能性も示唆された。

A．研究目的

従来の歯科疾患実態調査 1-9)は口腔診査受診者だけを分析対象としていたが、平成 28
年歯科疾患実態調査 10)（以下、「H28歯調」）では協力率が低下傾向にあることから、質
問紙調査を新たに設け、口腔診査を受診せず質問紙調査に回答した場合も分析対象とする

方針に切り替えた。本報告では、地区別に得た口腔診査と質問紙調査への協力状況に関す

る情報を用いて、調査全体の協力状況と地域差などについて検討を行った。
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B．研究方法

1．データソース
「H28歯調」の実施主体である厚労省医政局歯科保健課が、調査実施の際に対象とな

った 148地区に対して報告を求めて収集したデータについて、当研究班より提供依頼し、
利用許可を受けて用いた。

データの内容は以下の通りである。

・地区情報：調査地区番号、都道府県名・ID、市区町村名・ID
・調査協力者数：口腔診査の参加者数、質問紙調査の回答者数

・調査対象者数

2．分析方法
まず、全国レベルでの協力状況について、口腔診査の協力者（以下、「Ex」）、質問紙調

査のみの協力者（以下、「Qのみ」）とその合計値（以下、「計」）の総和を調査対象者数
の総和で除し、「Ex」・「Qのみ」・「計」について協力率の全国値として算出した。
次いで、各調査地区（148地区）における「Ex」・「Qのみ」・「計」の協力率について

基礎統計量を算出し、それぞれの分布を比較した。さらに都道府県単位でみた協力率の基

礎統計量も算出した。

さらに調査対象者数と「Ex」・「Qのみ」の協力率との相関関係をみた。

（倫理面への配慮）

本研究は国立保健医療科学院の倫理審査を受け、承認された（NIPH-IBRA#12173）。

C．研究結果

1．調査全体の協力状況
表 1に調査全体の協力状況を示

す。協力者数は「Ex」3,961人、「Q
のみ」2,251人、「計」6,286人であ
った。これを調査対象者数（15,115
人）で除して算出された協力率は

「Ex」26,2%、「Qのみ」14.9%、「計」
41.6％であった。

2．調査地区別にみた協力状況
表 2は、表 1で示した項目について各地区でみた基礎統計量を示したものである。協

力率（「Ex」・「Qのみ」・「計」）の単純平均値±標準偏差は 29.5± 16.8%、17.1± 21.5%、
46.7± 26.4%であった。また、中央値はそれぞれ 26.0%、4.8%、53.8%で、「Ex」と「計」
では単純平均値に比べてやや高値を示した程度であったのに対し、「Qのみ」では単純平
均値に比べてかなり低値であった。協力率の加重平均値は、「Ex」、「Qのみ」、「計」のい

表1．調査全体の協力状況
15,115

Ex 3,961 #

Qのみ 2,251
計 6,286
Ex 26.2%
Qのみ 14.9%
計 41.6%

協力者数#

協力率

調査対象者数
「Ex」と「Qのみ」の合
計が合わないのは、対
象者数の「計」は報告
されているものの「Qの
み」の値が不明であっ
た地区が1つ、「Ex」と
「Qのみ」の両方が不
明であった地区が1つ
あったためである。
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ずれも単純平均値に比べて高値を示し、「Qのみ」と「計」において顕著であった。

表 2の各項目について分布の形状を確認す
ると、調査対象者数のでは対数正規分布様で

あった（図 1）。協力者数の分布の形状は、「Ex」
では対数正規分布様であったが、「Qのみ」で
は左側に偏った分布を示した（図 2）。協力率
の分布形状も協力者数と同様、「Ex」では対数
正規分布様、「Qのみ」では左側に偏った分布
を示し、全体の過半数が 10%未満、約 4割が 0%
であった。

表２．各地区における協力状況を示す項目の基礎統計量

地区
数

単純
平均値

標準
偏差

最小
値

第1
四分位

中央
値

第3
四分位

最大
値

加重
平均値

標準
偏差

148 102.1 60.6 3 57.5 96 136 331 137.8 66.0
Ex 147 26.9 18.3 1 14 22 38 107 33.2 19.8
Qのみ 146 15.4 22.8 0 0 2.5 25 99 20.9 28.4
計 148 42.5 31.4 1 20 37 55 178 54.2 37.3
Ex 148 29.5% 16.8% 0.0% 17.4% 26.0% 40.4% 100.0% 26.0% 14.5%
Qのみ 148 17.1% 21.5% 0.0% 0.0% 4.8% 33.2% 68.9% 15.3% 19.3%
計 148 46.7% 26.4% 2.9% 23.9% 40.9% 67.7% 100.0% 41.4% 22.8%

#

調査対象者数

協力者数#

協力率

「Ex」と「Qのみ」の合計が合わないのは、対象者数の「計」は報告されているものの「Qのみ」の値が不明であった地区が1つ、
「Ex」と「Qのみ」の両方が不明であった地区が1つあったためである。
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図 4に調査対象者数と協力率（Ex、Qのみ）の関連を示す。「Ex」については有意な
回帰式（y = － 0.001x + 0.396）が得られ、説明力（R2）は 0.126であった。一方、「Q
のみ」については有意な回帰式は得られなかった。

D．考察

「H28歯調」全体における口腔診査（Ex）の協力率は 26.2%と低い値であった（表 1）。
これに質問紙調査のみ回答者（Qのみ）を加えると協力者率は 41.6%と、ある程度の上
昇を示したが、「Qのみ」の協力者率が 0%であった対象地区が 4割強もあり、質問紙調
査を初めて取り入れたことの周知不足による影響によるものと解釈され、その周知徹底は

今後の重要課題と考えられた。ただし、今回の調査で用いられた質問紙調査は情報量的に

y = -0.001x + 0.3962
R² = 0.1264
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図４．調査対象者数と協力率との関連
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十分と言えるものではなく 11)、今後内容の充実を図っていく必要がある。
口腔診査の協力率と調査対象者数との間で認められた関連（図 4）は、回帰式より 100

人増すにつれて 10%低くなるというものであり、理論的には大きな対象地区を細分化す
ることにより協力率が高まる可能性を示したものと捉えることができる。しかしながら、

調査対象者数が極めて少ない地区も散見され、誤回答の可能性も考えられることから、今

後、「H28歯調」と同時に行われた平成 28年国民健康・栄養調査とともに個票データを
用いた分析を行うなど、さらに検討する必要がある。

E．結論

「H28歯調」の各調査地区における協力状況に関して厚労省歯科保健課が作成したデ
ータについて利用許可を得て、分析を行ったところ、調査全体で口腔診査に対する協力率

が 26.2%、質問紙調査のみ回答者を加えた協力率が 41.6%であった。
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